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最新知見のスクリーニング状況の概要（自然ハザードに関するもの）（案） 

令和 4年 9月 29 日 長官官房 技術基盤グループ 

（期間：令和 4年 7月 9日から令和 4年 9月 2日まで） 

最新知見等 

情報シート番号 
件名 

スクリーニング結果 

(対応の方向性(案)) 
資料ページ 

22 地津-(B)-0014 「確率論的津波ハザード解析における津波発生・伝播モデルの不確かさの影響」について ⅲ） 2～6 

22 地津-(D)-0016 伊豆諸島海底火山大室ダシの活動年代について ⅵ） 7～8 

22 地津-(D)-0017 津波堆積物中の礫の円磨度から推定される古津波の浸水距離に関する知見について ⅳ） 9～11 

対応の方向性（案）：ⅰ）直ちに規制部等関係部署に連絡･調整し、規制庁幹部に報告する。ⅱ）対応方針を検討し、技術情報検討会へ諮問する。ⅲ）技術

情報検討会に情報提供･共有する。ⅳ）情報収集活動を行い、十分な情報が得られてから再度判断する（必要な場合には安全研究を実施

する）。ⅴ）安全研究企画プロセスに反映する。 ⅵ）終了案件とする。以下同じ。 

※フラジリティ分野の知見については「自然ハザード以外に関するもの」に分類する。 

 

  

資料５５－１－２－１ 

<技術情報検討会資料> 
技術情報検討会は、新知見のふるい分けや作業担当課の特定を目的とした事務的な会議体
であり、その資料及び議事録は原子力規制委員会の判断を示すものではありません。 
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最新知見のスクリーニング状況（自然ハザードに関するもの）（案） 

令和 4年 9月 29 日 長官官房 技術基盤グループ 

（期間：令和 4年 7月 9日から令和 4年 9月 2日まで） 

最新知見

等情報シ

ート番号 

件名 情報の概要 受理日 

1 次スクリーニング 2 次スクリーニング 

対応

の方

向性 

理由 

対応

の方

向性 

理由 
対応

方針 

22 地津-

(B)-0014 

「確率論

的津波ハ

ザード解

析におけ

る津波発

生・伝播

モデルの

不確かさ

の影響」

について 

投稿先：日本地震工学会論文集、Vol.22、No.4 

論文名：確率論的津波ハザード解析における津波

発生・伝播モデルの不確かさの影響 

著者  ：杉野英治（原子力規制庁）・阿部雄太（伊

藤忠テクノソリューションズ株式会社） 

公表日：令和 4年 8月 31 日 

 

 著者らは、従来の確率論的津波ハザード解析

（PTHA）手法注 1)における課題を提示し、その解決

策を提案するとともに、提案手法をモデルサイト

に適用して、不確かさ項目が PTHA の結果に及ぼ

す影響を比較分析している。 

 1 つ目の課題として、従来手法では地震規模に

係るスケーリング則注 2)、地震発生頻度に係るグー

テンベルグ・リヒター則注 3)の各モデルの不確かさ

を考慮していないことを挙げた。著者らは、これ

らを定量的に評価し、確率モデルを設定するとと

もに、これらのモデルを導入した PTHA 手法を提

案した。 

 2 つ目の課題として、従来手法では「偶然的不

確定性は 1本の津波ハザード曲線で、認識論的不

確定性は複数の津波ハザード曲線で表現する」と

され、ハザード曲線の本数として現れるのは認識

論的不確定性の影響のみとなり、2 種類の不確か

さの影響を比較することができないことを挙げ

た。著者らは、2 種類の不確かさの影響が共にハ

2022/6/24 ⅲ） 

・実用発電用原子炉及びそ

の附属施設の位置、構造及

び設備の基準に関する規

則（以下「設置許可基準規

則」という。）第５条では、

設計基準対象施設は、基準

津波に対して安全機能が

損なわれるおそれがない

ものでなければならない

と規定されている。また、

設置許可基準規則解釈別

記３において、策定された

基準津波については、その

水位の超過確率を把握す

ることを求めている。さら

に、「基準津波及び耐津波

設計方針に係る審査ガイ

ド」では、確率論的津波ハ

ザード評価（以下「PTHA」

という。）により当該超過

確率を求め、その値が参照

されていることを確認す

る、としている。 

・当該情報では、プレート間

地震による津波を対象に、

PTHA 手法においてこれま

ⅲ） 

・実用発電用原

子炉及びその

附属施設の位

置、構造及び設

備の基準に関

する規則（以下

「設置許可基

準規則」とい

う。）第５条で

は、設計基準対

象施設は、基準

津波に対して

安全機能が損

なわれるおそ

れがないもの

でなければな

らないと規定

されている。ま

た、設置許可基

準規則解釈別

記３において、

策定された基

準津波につい

ては、その水位

の超過確率を

把握すること
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最新知見

等情報シ

ート番号 

件名 情報の概要 受理日 

1 次スクリーニング 2 次スクリーニング 

対応

の方

向性 

理由 

対応

の方

向性 

理由 
対応

方針 

ザード曲線の本数やその拡がりとして明示的に

表せるよう、層別サンプリング法注 4)及びラテン超

方格法注 5)を組み合わせた方法を提案した。 

 さらに、著者らは、上記の不確かさ項目のほか

に、津波波源の不均一すべり分布の配置パターン

及び津波伝播モデルの不確かさを考慮して、福島

県沖を例として PTHA を実施した。そして、上記の

四つの不確かさ項目について、不確かさを考慮し

た確率モデルと不確かさを考慮しない平均モデ

ルとしたときの違いやロジックツリー分岐が

PTHA 解析結果に及ぼす影響を定量的に評価し、そ

の結果、福島県沖の適用事例では、今回検討した

中で地震規模に係るスケーリング則の不確かさ

の影響が最も大きいことを示した。 

 

注１：著者らは、従来の PTHA 手法として以下の参

考文献を挙げている。 

 1) 土木学会原子力土木委員会津波評価小委員

会：原子力発電所の津波評価技術 2016，2016． 

 2) 杉野英治ほか：確率論的津波ハザード評価に

おける津波想定の影響，日本地震工学会論文集，

2015． 

 3) 地震調査研究推進本部地震調査委員会：南海

トラフ沿いで発生する大地震の確率論的津波評

価，2020． 

 

注 2：地震規模に係るスケーリング則とは、過去

の地震のデータ（例えば、断層面積と地震モーメ

ント）を近似した平均的傾向を表す経験式（回帰

で考慮されていなかった

地震規模に係るスケーリ

ング則及び地震発生頻度

に係るグーテンベルク・リ

ヒター則の各モデルの不

確かさを定量的に評価し、

確率モデルを設定した。ま

た、不確かさを考慮する方

法とその適用事例を示し

た上で、地震規模に係るス

ケーリング則の不確かさ

が評価結果に大きく影響

することを示した。 

・「基準津波及び耐津波設計

方針に係る審査ガイド」の

「4.超過確率の参照」は、

「津波発生モデル及び津

波発生・伝播の数値モデル

の不確実さ を考慮して、

（中略）津波水位とその超

過確率との関係を表す津

波ハザード曲線が算定さ

れていることを確認す

る。」としている。本論文

の知見は、「津波発生モデ

ルの不確実さ」の具体的な

項目とその導入方法を提

案したものであり、これら

の審査ガイドに反映すべ

を求めている。

さらに、「基準

津波及び耐津

波設計方針に

係る審査ガイ

ド」では、確率

論的津波ハザ

ード評価（以下

「PTHA」とい

う。）により当

該超過確率を

求め、その値が

参照されてい

ることを確認

する、としてい

る。 

・当該情報では、

プレート間地

震による津波

を対象に、PTHA

手法において

これまで考慮

されていなか

った地震規模

に係るスケー

リング則及び

地震発生頻度

に係るグーテ

ンベルク・リヒ
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最新知見

等情報シ

ート番号 

件名 情報の概要 受理日 

1 次スクリーニング 2 次スクリーニング 

対応

の方

向性 

理由 

対応

の方

向性 

理由 
対応

方針 

モデル）のことをいう。 

 

注 3：地震発生頻度に係るグーテンベルグ・リヒ

ター則とは、地震の発生頻度と規模の関係を表す

法則であり、縦軸を発生頻度の対数とした片対数

グラフ上で直線関係を表す回帰式がよく知られ

ている。また、これを改良した方法も提案されて

いる。 

 

注 4：層別サンプリング法とは、母集団を適当な

数の層に分割し、各層でランダムサンプリングを

行う方法をいう。ランダムサンプリングの質や効

率の向上が見込まれる。 

 

注 5：ラテン超方格法とは、実験計画法の一つで

あり、2 次元のラテン方格を n 次元に拡張したも

のをいう。n 個の因子をそれぞれ m 層の層別サン

プリングを行い、ランダムな m組の組合せを設定

することにより、試行回数を減らすことができ

る。 

 

き事項はない。 

・PTHA は、安全性向上評価に

おいても実施する項目で

ある。本知見では、地震規

模に係るスケーリング則

の不確かさの考慮の仕方

により、事業者の PTHA の

評価結果に大きな影響を

与える可能性が見出され

た。そのため、ATENA 定例

面談等で事業者に対して

周知することとしたい。 

ター則の各モ

デルの不確か

さを定量的に

評価し、確率モ

デルを設定し

た。また、不確

かさを考慮す

る方法とその

適用事例を示

した上で、地震

規模に係るス

ケーリング則

の不確かさが

評価結果に大

きく影響する

ことを示した。 

・「基準津波及び

耐津波設計方

針に係る審査

ガイド」の「4.

超過確率の参

照」は、「津波

発生モデル及

び津波発生・伝

播の数値モデ

ルの不確実さ 

を考慮して、

（中略）津波水

位とその超過
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最新知見

等情報シ

ート番号 

件名 情報の概要 受理日 

1 次スクリーニング 2 次スクリーニング 

対応

の方

向性 

理由 

対応

の方

向性 

理由 
対応

方針 

確率との関係

を表す津波ハ

ザード曲線が

算定されてい

ることを確認

する。」として

いる。本論文の

知見は、「津波

発生モデルの

不確実さ」の具

体的な項目と

その導入方法

を提案したも

のであり、これ

らの審査ガイ

ドに反映すべ

き事項はない。 

・PTHA は、安全性

向上評価にお

いても実施す

る項目である。

本知見では、地

震規模に係る

スケーリング

則の不確かさ

の考慮の仕方

により、事業者

の PTHA の評価

結果に大きな
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最新知見

等情報シ

ート番号 

件名 情報の概要 受理日 

1 次スクリーニング 2 次スクリーニング 

対応

の方

向性 

理由 

対応

の方

向性 

理由 
対応

方針 

影響を与える

可能性が見出

された。そのた

め、ATENA 定例

面談等で事業

者に対して周

知することと

したい。 
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最新知見

等情報シ

ート番号 

件名 情報の概要 受理日 

1 次スクリーニング 2 次スクリーニング 

対応

の方

向性 

理由 

対応

の方

向性 

理由 
対応

方針 

22 地津-

(D)-0017 

津波堆積

物中の礫

の円磨度

から推定

される古

津波の浸

水距離に

関する知

見につい

て 

掲載誌： Scientific Reports 

論文名： Palaeo-tsunami inundation distances 

deduced from roundness of gravel particles in 

tsunami deposits 

著 者： Daisuke Ishimura（首都大学東京（現：

東京都立大学））・Keitaro Yamada（立命館大学）

公表日：令和元年 7月 16日 

 

 著者らは、2011 年東北地方太平洋沖地震津波

（以下「2011 年津波」という。）を含む計 11 層の

津波堆積物が確認できている岩手県下閉伊郡山

田町小谷鳥を調査対象として、津波堆積物中の礫

の混合比に基づき津波の浸水距離を推定できる

可能性を示した新たな手法を提案している。概要

を以下に示す。 

 

 １）津波堆積物中の礫の分析（海岸及び河川か

らの堆積物の区分とその比率（混合比）） 

 

 著者らは、まず調査対象地域の津波堆積物中の

礫並びに海岸及び河川支流の礫の円磨度を画像

解析によって測定し、「円磨度・円磨度分布に明瞭

な違い（海岸堆積物の礫は丸みを帯び、河川堆積

物の礫は角ばっている）が得られたこと」、及び

「2011 年津波の津波堆積物の円磨度を測定した

結果、その分布は海岸堆積物及び河川堆積物に対

応する 2つのモードが存在していたこと」を踏ま

え、調査対象の津波堆積物が海岸堆積物と河川堆

積物から構成されていると仮定し、これらの混合

2022/9/2 ⅳ） 

・ 基準津波の審査ガイド 1）

では、基準津波の選定結果

の検証として、敷地周辺に

おける津波堆積物等の地

質学的証拠等から推定さ

れる津波の規模を超えて

いることを確認すること

としている。津波堆積物調

査から得られる津波堆積

物の分布域及び分布高度

は、実際の浸水域及び浸水

高・遡上高より小さいこと

が知られており、これらの

差分を考慮して津波発生

時の浸水域等を評価して

いる例えば 2）。 

・ 当該情報は、既知の津波

堆積物中の礫の円磨度・円

磨度分布から海岸・河川の

礫の混合比を算定するこ

とによって津波の浸水距

離を推定できる可能性を

示した新たな手法である。

しかし、ローカルな検討結

果であり、現時点で汎用性

が確認できないため、審査

ガイド 1）に反映すべき事

項はない。 

・ ただし当該情報の汎用性
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最新知見

等情報シ

ート番号 

件名 情報の概要 受理日 

1 次スクリーニング 2 次スクリーニング 

対応

の方

向性 

理由 

対応

の方

向性 

理由 
対応

方針 

比を算出している。 

 

 ２）津波堆積物中の混合比からの浸水距離の推

定（浸水距離の約 40%で混合比が顕著に変化する

地点を TGIP と定義） 

 

 2011 年津波、1896 年明治三陸津波及び 1611 年

慶長津波と対比される堆積物（それぞれ、地表か

ら 1番目、2番目、3番目の堆積層）を採取した複

数地点（海岸からの距離）を、先行研究等で求め

られているそれぞれの津波の浸水距離で正規化

したところ、以下の点が分かった。 

 - いずれも海岸からの浸水距離の約 40%地点で、

混合比が急激に変化している。 

 - 津波の大きさに関係無く、海岸から浸水距離

までの混合比の分布パターンが一定である。 

これらの傾向を踏まえ、浸水距離の約 40%で混合

比 が 顕 著 に 変 化 す る 点 を Tsunami gravel 

inflection point(TGIP)とした。なお、TGIP はサ

イト固有な値と述べている。 

 

 ３）本提案手法の適用事例 

 

 著者らは、約 1000 年前の津波堆積物（地表から

4 番目の堆積層）の混合比の分布から TGIP を

280m、津波の浸水距離を 700m と評価し、1896 年

明治三陸津波と同等かそれ以下の規模と推定し

た。また、前述よりも古い津波堆積物については、

ある内陸の調査地点（トレンチ）における混合比

が確認されれば、津波堆積

物情報から遡上高に換算

できるので、有益な情報と

なり得る。そのため、審査

部門に情報を提供・共有し

た。なお、当該情報の津波

堆積物は、既知の津波堆積

物であり、新たな情報では

ない。 

・ 以上により、引き続き当

該知見に関する情報収集

活動を行い、十分な情報が

得られてから再度判断す

る。 

 

 

1） 原子力規制委員会：基準

津波及び耐津波設計方針

に係る審査ガイド、2021年

6 月改訂． 

2） 内閣府 日本海溝・千島

海溝沿いの巨大地震モデ

ル検討会：日本海溝・千島

海溝沿いの巨大地震によ

る震源断層モデルと震度

分布・津波高等に関する報

告書、2022 年 3 月． 
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最新知見

等情報シ

ート番号 

件名 情報の概要 受理日 

1 次スクリーニング 2 次スクリーニング 

対応

の方

向性 

理由 

対応

の方

向性 

理由 
対応

方針 

に基づき、それぞれの津波の浸水距離の大小を相

対的に示した。ただし、これらの推定は海岸線位

置が現在と同様であったと仮定しているため、よ

り正確な津波浸水距離等を推定するには、当時の

海岸線を復元する必要があると述べている。 
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「確率論的津波ハザード解析における津波発生・伝播モデルの 

不確かさの影響」について（案） 

 

 

令 和 ４ 年 ９ 月 ２ ９ 日 

地 震 ・ 津 波 研 究 部 門  

 

 

１． 背景 

実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する

規則（以下「設置許可基準規則」という。）第５条では、設計基準対象施設は、

基準津波に対して安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならな

いと規定されている。また、設置許可基準規則解釈別記３において、策定され

た基準津波については、その水位の超過確率を把握することを求めている。さ

らに、「基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイド」では、確率論的津波

ハザード評価（以下「PTHA」という。）により当該超過確率を求め、その値が

参照されていることを確認する、としている。 

PTHA 手法では、津波発生・伝播モデルには不確かさが伴うため、偶然的不

確かさと認識論的不確かさに分類して考慮することが一般に行われる。しか

し、従来の PTHA 手法（例えば、土木学会 1)、杉野ら 2)、地震調査研究推進本

部 3)）では、津波発生・伝播モデルには不確かさが存在するが、その影響が考

慮されていないモデルもある。 

そこで、原子力規制庁では、従来の PTHA 手法に見られる上記の課題を解決

するために、安全研究プロジェクト「津波ハザード評価の信頼性向上に関する

研究（実施期間：平成２９年度～令和２年度）」のうち、「(１) 地震起因の津

波の確率論的ハザード評価手法の信頼性向上」の「a. 津波発生モデルの不確

かさ評価手法の整備」を研究テーマとして実施した。そして、その研究成果の

一部が日本地震工学会論文集に公表1された。本論文の内容は、現行規制基準

の超過確率に関連する情報であることから、その内容と今後の対応について

報告する。 

 

２． 本論文の内容と得られた新知見 

本論文の概要は、以下のとおりである。 

 

 著者らは、プレート間地震による津波を対象に、従来の PTHA 手法 1)—3)に

おける課題を提示し、その解決策を提案するとともに、提案手法をモデ

ルサイトに適用して、不確かさ項目が PTHA の結果に及ぼす影響を比較

分析した。 

 
1 杉野英治、阿部雄太：確率論的津波ハザード解析における津波発生・伝播モデルの不確かさの影響、

日本地震工学会論文集、第 22 巻、第 4 号、pp. 1–22、2022． 

<技術情報検討会資料> 
技術情報検討会は、新知見のふるい分けや作業担当課の特定を目的とした事務的な会議
体であり、その資料及び議事録は原子力規制委員会の判断を示すものではありません。 

資料５５－１－２－２ 

- 10 -



2 
 

 1 つ目の課題として、従来手法では地震規模に係るスケーリング則2、地

震発生頻度に係るグーテンベルグ・リヒター則3の各モデルの不確かさ

を考慮していない（平均値のみを考慮し、確率分布を考慮していない）

ことを挙げた。著者らは、これらの既往研究を基に不確かさを定量的に

評価し、確率モデルを設定した。そして、これらのモデルを導入した PTHA

手法を提案した。新たに導入したモデルを図 1、図 2 及び図 3 に示す。 

 

 

 
(a) M モデル 4)       （b）T モデル 5)           (c) F モデル 6) 

図 1 地震規模に係るスケーリング則の各モデル 

 

(a)Japan-Kamchatka           (b) 全沈み込み帯 

図 2 地震発生頻度に関する GR モデル 7) 

 

(a)Japan-Kamchatka           (b) 全沈み込み帯 

図 3 地震発生頻度に関する Tapered GR モデル 8) 

 

 
2 地震規模に係るスケーリング則とは、過去の地震のデータ（例えば、断層面積と地震モーメント）を

近似した平均的傾向を表す経験式（回帰モデル）のこと。 
3 地震発生頻度に係るグーテンベルグ・リヒター則とは、地震の発生頻度と規模の関係を表す法則であ

り、縦軸を発生頻度の対数とした片対数グラフ上で直線関係を表す回帰式がよく知られている。また、

これを改良した方法も提案されている。 
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 2 つ目の課題として、従来の PTHA 手法では、偶然的不確かさは 1 本の津

波ハザード曲線で、認識論的不確かさは複数の津波ハザード曲線で表現

するとされ、ハザード曲線の本数として現れるのは認識論的不確かさの

影響のみとなり、偶然的不確かさと認識論的不確かさの両者の不確かさ

の影響を比較することができないことを挙げた。著者らは、両者の不確

かさを同じように扱えるよう、層別サンプリング法4及びラテン超方格

法5を組み合わせた方法を提案した。そして、両者が共にハザード曲線の

本数やその拡がりとして明示的に表し、両者の不確かさの影響を比較で

きるようにした。 

 さらに、著者らは、地震規模に係るスケーリング則及び地震発生頻度に

係るグーテンベルク・リヒター則の各モデルの不確かさのほかに、津波

波源の不均一すべり分布の配置パターン及び津波伝播モデルの不確か

さを考慮して、福島県沖を例として PTHA を実施した。 

 そして、上記の四つの不確かさ項目について、不確かさを考慮した確率

モデルと不確かさを考慮しない平均モデルとしたときの違いやロジッ

クツリー分岐が PTHA 解析結果に及ぼす影響を定量的に評価し、その結

果、福島県沖での適用事例では、今回検討した中では図１の(a)～(c)に

示す地震規模に係るスケーリング則の不確かさの影響が最も大きいこ

とを示した。解析条件を表 1 に、解析結果を図 4 にそれぞれ示す。 

 なお、著者らは、本提案手法において、水深が比較的深い沖合の地点を

対象とすることにより、地震モーメントと津波高に比例関係が成り立つ

ことを仮定したため、非常に大きい地震モーメント（確率は低い）に対

応する極めて高い津波高が推定された。著者らは今後の課題として、津

波高の成長限界やプレート間地震の地震モーメントの上限に関するモ

デルの検討の必要性を示している。 

 

 

表 1 不確かさ項目と取扱い方法一覧 
ケース

No. 
地震規模に係る 
スケーリング則 

地震発生頻度に 
係る GR則 

不均一すべりの 
配置パターン 

津波伝播 
モデル 

1 確率モデル 確率モデル 確率モデル 確率モデル 
2 平均モデル 平均モデル 平均モデル 確率モデル 
3 平均モデル 確率モデル 確率モデル 確率モデル 
4 確率モデル 平均モデル 確率モデル 確率モデル 
5 確率モデル 確率モデル 平均モデル 確率モデル 

 
4 層別サンプリング法とは、母集団を適当な数の層に分割し、各層でランダムサンプリングを行う方法

をいう。ランダムサンプリングの質や効率の向上が見込まれる。 
5 ラテン超方格法とは、実験計画法の一つであり、2 次元のラテン方格を n 次元に拡張したものをい

う。n 個の因子をそれぞれ m 層の層別サンプリングを行い、ランダムな m 組の組合せを設定するこ

とにより、試行回数を減らすことができる。 
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図 4 PTHA 解析結果 

 

3. 今後の対応 

本論文では、プレート間地震による津波を対象に、PTHA 手法においてこれ

まで考慮されていなかった地震規模に係るスケーリング則及び地震発生頻度

に係るグーテンベルク・リヒター則の各モデルの不確かさを定量的に評価し、

確率モデルを設定した。また、不確かさを考慮する方法とその適用事例を示し

た上で、地震規模に係るスケーリング則の不確かさが評価結果に大きく影響

することを示した。 

「基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイド」の「4.超過確率の参照」

は、「津波発生モデル及び津波発生・伝播の数値モデルの不確実さ6を考慮して、

（中略）津波水位とその超過確率との関係を表す津波ハザード曲線が算定さ

れていることを確認する。」としている。本論文の知見は、「津波発生モデルの

不確実さ」の具体的な項目とその導入方法を提案したものであり、この審査ガ

イドに反映すべき事項はない。 

PTHA は、安全性向上評価においても実施する項目7である。本知見では、地

震規模に係るスケーリング則の不確かさの考慮の仕方により、事業者の PTHA

の評価結果に大きな影響を与える可能性が見出された。そのため、ATENA 定例

面談等で事業者に対して周知することとしたい。 

 

 
6 「基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイド」及び「実用発電用原子炉の安全性向上評価に関

する運用ガイド」の中では「不確実さ」と表現されており、そのまま引用した。一方、論文中では

「不確かさ」と表現した。両者は、同義である。 
7 「実用発電用原子炉の安全性向上評価に関する運用ガイド」では、「参考資料 1 確率論的リスク評

価（PRA）実施手法の例」の PTHA に際し、「波源モデル及び津波伝播モデルの不確実さ要因の分析に関

連する情報も併せて収集する。」としている。 

サンプリング
平均
5%信頼度
50%信頼度
95%信頼度

サンプリング
平均
5%信頼度
50%信頼度
95%信頼度

サンプリング
平均
5%信頼度
50%信頼度
95%信頼度

サンプリング
平均
5%信頼度
50%信頼度
95%信頼度

サンプリング
平均
5%信頼度
50%信頼度
95%信頼度

ケース1 ケース2 ケース3

ケース4 ケース5
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